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函館圏都市計画区域の整備、開発及び保全の方針／新旧対照表 

【新】 【旧】 【変更理由】 

Ⅰ．都市計画の目標 

１．基本的事項 

（１）目標年次 

この方針では、函館圏都市計画区域（以下「本区域」という。）について、将来の姿

を展望しつつ、土地利用、都市施設等の決定方針を令和12年(2030年)の姿として策定

する。 

 

（２）範 囲 

本区域の範囲及び規模は次のとおりである。 

 

 

函館圏都市計画区域 

市 町 名 範  囲 規  模 

函 館 市 行政区域の一部 約 14,454 ha 

北 斗 市 行政区域の一部 約  7,488 ha 

七 飯 町 行政区域の一部 約   3,320 ha 

合     計 約  25,262 ha 

 

 

 

 

２．都市づくりの基本理念 

   本区域は、道南連携地域の南部に位置し、津軽海峡に面し、函館山を要として北へ広が

る函館平野を中心に扇状に展開する特徴ある地形と、北海道にあって比較的温暖な気候、

恵まれた自然環境、歴史と伝統に培われた特色ある文化など数多くの特性を有しており、

北海道と東北地方の交流の拠点都市圏として、行政・商業・運輸などの都市機能の集積と

周辺の農林水産業とが調和しながら、着実な成長を遂げてきたところである。 

 

 

 

 

 

 

 

   函館市では、独特の地理的・文化的・歴史的資源を有することや恵まれた自然環境など

の快適な生活環境を併せ持っていること、陸・海・空の交通の要衝であることなどの優位

性をいかし、企業誘致や新産業の創出、既存の地域資源の磨き上げや新たな魅力の発掘・

創出などに取り組むことにより、新たな活力を生む好循環を目指したまちづくりを推進

する。 

Ⅰ．都市計画の目標 

１．基本的事項 

（１）目標年次 

この方針では、函館圏都市計画区域（以下「本区域」という。）について、将来の姿

を展望しつつ、土地利用、都市施設の決定方針を平成３２年の姿として定める。 

 

 

（２）範囲 

本区域の範囲及び規模は、函館市、北斗市及び七飯町の２市１町にわたり、その面積

は次のとおりである。 

 

都

市

計

画

区

域

の

範

囲 

市  町 範  囲 面  積 

函 館 市 行政区域の一部 約 14,318 ha 

北 斗 市 行政区域の一部 約  7,393 ha 

七 飯 町 行政区域の一部 約   3,230 ha 

合       計 約  24,941 ha 

 

２．都市づくりの基本理念 

   北海道の南端部に位置する本区域は、津軽海峡に面し、函館山を要として北へ広がる函

館平野を中心に扇状に展開する特徴ある地形と、北海道にあって比較的温暖な気候、恵ま

れた自然環境、歴史と伝統に培われた特色ある文化など数多くの特性を有しており、北海

道と東北地方の交流の拠点都市圏として、行政・商業・運輸などの都市機能の集積と周辺

の農林水産業とが調和しながら、着実な成長を遂げてきたところである。 

 

今後とも、本区域のこれらの地域特性を生かし、また、平成２７年度末の完成が予定さ

れている北海道新幹線（新青森・新函館（仮称）間）の開業効果を最大限に活用しながら、

豊かで活力があり、安全で安心した生活が営まれる都市を目指すとともに、地球環境時代

に対応した低炭素型都市構造への転換を見据えながら、持続可能でコンパクトなまちづ

くりに向けた都市づくりを推進する。 

 

   函館市は、南北海道の行政・経済・文化の中核都市として、豊かな自然や歴史と伝統に

培われた文化などの優れた特性を生かしながら、中心市街地の賑わいの創出や住環境の

整備、公共交通の充実など、快適な生活環境の形成に努めるとともに、観光関連産業をは

じめ、農林水産業や工業・商業の振興、陸・海・空の総合交通体系の整備を進めながら、

世界に開かれた交流拠点の形成を目指したまちづくりを推進する。 

 

 

 

 

・目標年次の修正 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

 

 

 

 

・近年の測量精度向上に伴う、都市計画区域面

積精査による修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・北海道総合計画における連携地域の追記 

 

 

 

 

 

・北海道新幹線の開業による修正 

・道との協議による記載箇所の移動 

 

 

 

 

 

・函館市総合計画（平成28年12月策定）によ

る修正（P.28・P.35） 
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北斗市では、豊かな自然をはじめ、歴史や文化、産業、観光資源、地域ごとの個性等、

まちの魅力を最大限に発揮させ、北海道新幹線の開業による新たな北海道の玄関口とし

ての優位性をいかし、観光関連産業の充実や既存市街地等の活性化に努めるとともに、災

害に強く、安全で安心して暮らすことができる住環境整備を進めながら、住民同士、住民

と行政等がつながり、都市・地域・住民のすべてが活力にあふれ、誰もが住み続けたいと

感じられるまちづくりを推進する。 

   七飯町では、日本における西洋式農法による近代農業発祥の地として道の駅「なない

ろ・ななえ」を情報発信の拠点とし、高付加価値型農業を推進するとともに、新幹線の整

備進展に合わせた新幹線の車両基地関連の拠点づくりと車両基地を活用した観光振興を

目指す。また、災害に備えた環境整備を図るとともに、新しい時代にふさわしい国際交流

機能の充実と恵まれた自然環境をいかし、緑豊かな大自然に包まれ健康で安心して暮ら

せる住みよい生活環境のまちづくりを推進する。 

本区域の都市づくりにおいては、これらのことを踏まえるとともに、平成27年度(2015

年度)に開業した北海道新幹線（新青森・新函館北斗間）の開業効果を持続させながら、

都市の防災性の向上が図られ、豊かで活力があり、安全で安心した生活が営まれる都市を

目指すとともに、地球環境時代に対応した低炭素型都市構造への転換を見据えながら、持

続可能でコンパクトなまちづくりに向けた都市づくりを推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

北斗市は、歴史や文化、資源を生かす豊かな環境都市を目指し、農林水産業と多様な産

業との調和を図りながら、安全で快適な定住環境の整備に努め、市民協働により個性とう

るおいのあるまちづくりを推進する。また、新幹線の建設など高速交通体系の整備進展に

合わせた適正な土地利用を進め、都市と田園が調和した活気が広がるまちづくりを推進

する。 

 

   七飯町は、北海道における西洋農業発祥の地として、高付加価値型農業を推進するとと

もに、新幹線の整備進展に合わせた新幹線の車両基地関連の拠点づくりとしての整備を

進め、新しい時代にふさわしい国際交流機能の充実と恵まれた自然環境を生かし、緑豊か

な大自然に包まれ健康で安心して暮らせる住みよい生活環境のまちづくりを推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・第２次北斗市総合計画（平成30年3月策定）

による修正 

 

 

 

 

・七飯町マスタープラン（平成 26 年 10 月策

定）、第５次七飯町総合計画よる修正 

・平成30年度道の駅完成に伴う文言の追加 

・車両基地の観光地化に伴う周辺整備と災害に

関する文言追加 

 

・区域マスの表現の精査による修正 

・北海道新幹線の開業による修正 

・道の都市計画の基本的な考え方による追記 
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Ⅱ．区域区分の決定の有無及び区域区分を定める際の方針 

１．区域区分の有無 

   本区域に区域区分を定める。 

なお、区域区分を定めることとした根拠は、以下のとおりである。 

本区域は、道南の中核的都市圏として、さらには北海道と東北地方の交流の拠点都市圏

として、行政・商業・運輸などの都市機能の集積と周辺の農林水産業とが調和しながら、

着実に発展してきた。 

また、少子高齢化や産業構造の変化等により人口・世帯数がともに減少し、産業の規模

についても縮小しているが、道南の中核都市圏であることから、依然人口や産業の規模は

道内で大きい状況にある。 

一方、市街地周辺部には、優良な農地や貴重な緑地、森林等、数多くの自然環境資源が

残されており、今後とも適正に維持・保全していく必要がある。 

以上のことから、今後も農林水産業との調和及び自然環境の保全を図るとともに、無秩

序な市街化を抑制し適切な市街地規模を維持していくため、本都市計画区域については、

引き続き区域区分を定めるものとする。 

 

２．区域区分の方針 

（１）おおむねの人口 

   本区域の将来における人口を次のとおり想定する。 

 

            

 

平成27年(2015年) 

（基準年） 

令和12年(2030年)  

 

都市計画区域内人口 322 千人 おおむね 267 千人 

市街化区域内人口 297 千人 おおむね 250 千人 

 

（２）産業の規模 

   本区域の将来における産業の規模を次のとおり想定する。 

 

           

 

平成27年(2015年) 

（基準年） 

令和12年(2030年) 

 

生産 

規模 

工業出荷額 2,741 億円 2,378 億円 

卸小売販売額 9,117 億円 7,736 億円 

就業 

構造 

第１次産業 7.1 千人（ 5.0 ％） 5.7 千人（ 4.7 ％） 

第２次産業 26.8 千人（18.7 ％） 21.1 千人（17.4 ％） 

第３次産業 109.3 千人（76.3 ％） 94.7 千人（77.9 ％） 

   （注）生産規模の令和12年(2030年)推計値は平成27年(2015年)価格を基準とする。 

 

 

Ⅱ．区域区分の決定の有無及び区域区分を定める際の方針 

１．区域区分の有無 

   本区域に区域区分を定める。 

なお、区域区分を定めることとした根拠は、以下のとおりである。 

本区域は、道南の中核的都市圏として、さらには北海道と東北地方の交流の拠点都市圏

として、行政・商業・運輸などの都市機能の集積と周辺の農林水産業とが調和しながら、

着実に発展してきた。 

また、少子高齢化や産業構造の変化等により人口は減少しているものの、世帯数は増加

しており、いまだ郊外部における開発圧力は強い状況にある。 

一方、市街地周辺部には、優良な農地や貴重な緑地、森林等、数多くの自然環境資源が

残されており、今後とも適正に維持・保全していく必要がある。 

以上のことから、今後も農林業との調和及び自然環境の保全を図るとともに、無秩序な

市街化を抑制し適切な市街地規模を維持していくため、本都市計画区域については、引き

続き区域区分を定めるものとする。 

 

 

２．区域区分の方針 

（１）おおむねの人口 

   本区域の将来におけるおおむねの人口を次のとおり想定する。 

 

            年 次 

区 分 

平成17年 

（基準年） 

平成32年 

(目標年) 

都市計画区域内人口 346 千人 おおむね 304 千人 

市街化区域内人口 315 千人 おおむね 280 千人 

 

（２）産業の規模 

   本区域の将来における産業の規模を次のとおり想定する。 

 

             年 次 

区 分 

平成17年 

（基準年） 

平成32年 

（目標年） 

生

産

規

模 

工業出荷額 2,715 億円 2,953 億円 

卸・小売販売額 11,059 億円 9,237 億円 

就

業

構

造 

第１次産業 

8.8 千人 

（ 5.4 ％） 

6.2 千人 

（ 4.4 ％） 

第２次産業 

32.1 千人 

（19.8 ％） 

20.6 千人 

（14.8 ％） 

第３次産業 

121.3 千人 

（74.8 ％） 

112.8 千人 

（80.8 ％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・状況変化による修正 

 

 

 

 

 

・区域マスの表現の精査による修正 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

・基準年次及び目標年次の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

・基準年次及び目標年次の修正 
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（３）市街化区域のおおむねの規模及び現在市街化している区域との関係 

市街化区域は、平成27年(2015年)時点で市街化している区域及び当該区域に隣接し

おおむね10年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域とすることとし、その

規模については、都市計画基礎調査に基づき、将来の市街地に配置すべき人口・産業を

適切に収容しうる規模として、次のとおり想定する。 

 

年  次 令和12年(2030年) 

市街化区域面積 おおむね 6,535 ha 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）市街化区域の規模 

市街化区域は、平成１７年時点で市街化している区域及び当該区域に隣接しおおむ

ね１０年以内に優先的かつ計画的市街化を図るべき区域とすることとし、その規模に

ついては、都市計画基礎調査に基づき、将来の市街地に配置すべき人口・産業を適切に

収容しうる規模として、次のとおり想定する。 

 

年  次 平成32年（目標年） 

市街化区域面積 おおむね 6,536 ha 

       注）市街化区域面積は、保留フレームに対応する市街化区域面積を含まない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

 

 

 

 

・目標年次の修正 

・区域マスの表現の統一による修正 

・地形地物による市街化区域面積の減 
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Ⅲ．主要な都市計画の決定の方針 

１．土地利用に関する主要な都市計画の決定の方針 

（１）主要用途の配置の方針 

      本区域では、６放射４環状の主要幹線道路等により形成される都市構造を基本として、

主要用途を適切に配置しながら、市街地整備を進め、都市機能の維持増進を図ってきた。 

 

しかしながら、本区域の中心市街地においては、居住人口の減少や少子高齢化に伴うコ

ミュニティの衰退や空き店舗などの増加による商業業務機能の衰退、賑わいの喪失など

が課題となっており、中心市街地の機能の回復が求められている。 

 

 

 

このため、本区域では、人口減少・少子高齢化の進行、地球環境問題の深刻化など、都

市を取り巻く社会経済情勢の変化に対応し、低炭素型都市構造への転換を見据え、安全で

快適な都市生活を持続可能とする都市を構築するコンパクトなまちづくりを目指し、住

宅地、商業業務地、工業・流通業務地の各用途を次のとおり配置する。 

 

 

 

① 住宅地 

・本区域の住宅地は、高度利用住宅地、一般住宅地及び専用住宅地で構成する。 

・高度利用住宅地は、商業・業務系機能の拠点地区とその周辺地区に配置するほか、

函館市の３･４･19号放射１号線(国道５号、国道279号)、３･３･20号放射２号線

(主要道道函館南茅部線、一般道道赤川函館線、一般道道五稜郭公園線)、３･３･24

号中環状線(主要道道函館南茅部線、一般道道五稜郭公園線)及び３･３･101号外環

状線(主要道道函館上磯線)の各主要幹線道路の沿道に配置し、容積率の緩和制度

などを活用しながら、多様な都市機能と複合化した、街なか居住を促進する。 

・一般住宅地は、函館市の３･３･101号外環状線（主要道道函館上磯線）の南側の地

域、３･４･19号放射１号線（国道５号）の沿道、北斗市の３･３･25号放射５号線

（国道227号、国道228号）の沿道、３･４･302号大野市街通（一般道道大野上磯

線）の沿道及びその背後地並びに七飯町の３･４･19 号放射１号線（国道５号）の

沿道に配置し、低層住宅と中層住宅が混在した生活利便施設等が立地する良好な

住環境の形成を図る。 

・専用住宅地は、函館市の３･３･101号外環状線（主要道道函館上磯線）から１･４･

３号新外環状線（国道278号）にかけての地域、北斗市の追分地区、本町地区、東

前地区及び向野地区、七飯町の３･４･19 号放射１号線（国道５号）から１･３･１

号函館新道（国道５号）にかけての地域及びＪＲ函館本線から３･４･19 号放射１

号線（国道５号）にかけての地域に配置し、低層住宅を主体とする良好な住環境の

形成を図る。 

 

 

②  商業業務地 

・本区域の商業地は、中心商業業務地、拠点商業業務地、地域商業業務地及び沿道商

業業務地で構成する。 

・中心商業業務地は、函館市の函館駅前・大門地区、本町・五稜郭・梁川地区及び美

Ⅲ．主要な都市計画の決定の方針 

１． 土地利用に関する主要な都市計画の決定の方針 

 

      本区域においては、６放射４環状の主要幹線道路等により形成される都市構造を基本

として、主要用途を適切に配置しながら、市街地整備を進め、都市機能の維持増進を図っ

てきた。 

このような中で、本区域の中心市街地においては、居住人口の減少や少子高齢化に伴う

コミュニティの衰退や空き店舗などの増加による商業業務機能の衰退、賑わいの喪失な

どが課題となっており、中心市街地の機能の回復が求められている。 

また、郊外の農業地域においては、都市的土地利用の高まりや農業従事者の高齢化等に

伴う耕作放棄地などがみられるが、これらの土地においては、適正な土地利用を図る必要

がある。 

このため、本区域においては、人口減少・少子高齢化の進行、地球環境問題の深刻化な

ど、都市を取り巻く社会経済情勢の変化に対応し、低炭素型都市構造への転換を見据え、

安全で快適な都市生活を持続可能とする都市を構築するコンパクトなまちづくりを目指

し、本区域における土地利用の基本枠組を以下のとおり定め、各機能の秩序ある配置を図

る。 

 

（１）主要用途の配置の方針 

① 住宅地 

本区域の住宅地は、高度利用住宅地、一般住宅地及び専用住宅地で構成する。 

高度利用住宅地は、商業・業務系機能の拠点地区とその周辺地区に配置するほか、

函館市の3･4･19号放射１号線(国道5号、国道279号)、3･3･20号放射２号線(主要

道道函館南茅部線、一般道道赤川函館線、一般道道五稜郭公園線)、3･3･24号中環状

線(主要道道函館南茅部線、一般道道五稜郭公園線)、3･3･101 号外環状線(主要道道

函館上磯線)の各主要幹線道路の沿道に配置し、容積率の緩和制度などを活用しなが

ら、多様な都市機能と複合化した、街なか居住を促進する。 

函館市の3･3･101 号外環状線（主要道道函館上磯線）の内側の地域、3･4･19 号放

射1号線（国道5号）の沿道、北斗市の3･3･25号放射5号線（国道227号、国道228

号）の沿道並びに3･4･302号大野市街通（一般道道大野上磯線）の沿道及びその背後

地には、低層住宅と中層住宅が混在する一般住宅地を配置し、生活利便施設等が立地

する良好な住環境の形成を図る。 

 

函館市の3･3･101号外環状線（主要道道函館上磯線）から1･4･3号新外環状線（国

道278号）にかけての地域、北斗市の追分地区、本町地区、東前地区及び向野地区、

七飯町の3･4･19号放射1号線（国道5号）から1･3･1号函館新道（国道5号）にか

けての地域及びＪＲ函館本線から3･4･19号放射1号線（国道5号）にかけての地域

には、低層住宅を主体とする専用住宅地を配置し、良好な住環境の形成を図る。 

それぞれの住宅地においては、必要に応じて地区計画等を活用することにより、地

区の特性や社会環境の変化に応じた良好な住環境の形成及び保全を図る。 

 

②  商業業務地 

本区域の商業業務地は、中心商業業務地、拠点商業業務地、地域商業業務地及び沿

道商業業務地で構成する。 

中心商業業務地は、函館市の函館駅前・大門地区、本町・五稜郭・梁川地区及び美

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 
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・区域マスの表現の統一による修正 

（Ⅲ１．（３）②へ記載箇所の変更） 
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原地区に配置し、函館駅前・大門地区については、都市機能の集積や複合化による

広域的な商業業務拠点の形成、本町・五稜郭・梁川地区については、観光施設、文

化教養施設及びスポーツ・レクリエーション施設と連携した商業業務機能の充実、

美原地区については、自動車交通のアクセス性の向上による広域的な小売商業機

能などの充実をそれぞれ図る。 

 

 

・拠点商業業務地は、函館市の元町・末広地区、湯川地区及び北斗市の北海道新幹線

新函館北斗駅周辺地区に配置し、元町・末広地区については観光・商業業務の拠点

として、湯川地区については温泉を資源とした宿泊観光の拠点として、それぞれ利

便性や快適性に富んだ観光・商業機能の集積を図るとともに、周辺環境と調和した

土地利用を促進する。 

また、北斗市の北海道新幹線新函館北斗駅周辺地区については、新幹線利用者の利

便性を確保するため、広域的な交流拠点として新たな商業業務地の形成を図る。 

・地域商業業務地は、函館市の弁天地区、谷地頭地区、新川地区、中島地区、日吉・

花園地区、五稜郭駅前地区及び桔梗駅前地区、北斗市の上磯駅前地区、七重浜地区

及び本町地区、七飯町の七飯駅前地区などに配置し、地域の特性を踏まえ、生活利

便施設等の維持充実を図ることにより各地区を核とする日常生活圏を維持する。 

・沿道商業業務地は、函館市において、中心商業業務地や拠点商業業務地を結ぶ主要

幹線道路の沿道に配置し、沿道サービス施設及び生活利便施設等の立地により道

路利用者や背後地居住者の利便性の向上を図る。 

 

③ 工業・流通業務地 

・本区域の工業・流通業務地は、専用工業地、一般工業地及び流通業務地で構成する。 

・専用工業地は、函館港に面する函館市の弁天地区、浅野地区及び港町地区、北斗市

の七重浜地区、七飯町の中島地区に配置し、造船や食品加工など、地区の特性に応

じた製造業主体の工業地の形成を図る。 

・一般工業地は、函館市の吉川地区、北浜地区、西桔梗地区、臨空工業団地及びテク

ノパーク、北斗市の七重浜地区、追分地区、谷好地区及び清水川地区等に配置し、

地域の産業振興や企業誘致を図るための工業地として、周辺の環境等に配慮した

良好な操業環境の維持、増進を図る。また、北海道新幹線総合車両基地として建設

された北斗市の稲里地区、七飯町の飯田町地区についても、一般工業地を配置し、

施設整備に対応した新たな工業地の形成を図る。 

・流通業務地は、函館圏流通センター、１･３･１号函館新道（国道５号）函館インタ

ーチェンジに連絡する函館市の３･２･81号石川新道（国道５号）や３･３･101号外

環状線（主要道道函館上磯線）、北斗市七重浜地区の３･３･25号放射５号線（国道

228号）など主要幹線道路の沿道及び函館港に面する臨港地区内の港町地区に配置

し、函館圏流通センターについては南北海道の流通業務の拠点として、農産物取引

を主体とする青果物地方卸売市場を中心として卸売業、運輸・倉庫業などの流通業

務機能を維持するとともに、流通形態の多様化や消費構造の変化を踏まえ、流通業

務機能の複合化に対応した土地利用を図り、１･３･１号函館新道（国道５号）函館

インターチェンジに連絡する函館市の３･２･81 号石川新道（国道５号）や３･３･

101 号外環状線(主要道道函館上磯線)、北斗市七重浜地区の３･３･25 号放射５号

線（国道228号）など主要幹線道路の沿道については、交通利便性の高さをいかし

た流通業務施設や沿道サービス系施設の立地を図る。また、函館港に面する臨港地

原地区に配置し、函館駅前・大門地区については、都市機能の集積や複合化による広

域的な商業業務拠点の形成、本町・五稜郭・梁川地区については、観光施設、文化教

養施設、スポーツ・レクリエーション施設と連携した商業業務機能の充実、美原地区

については、自動車交通のアクセス性の向上による広域的な小売商業機能などの充

実をそれぞれ図る。また、函館市においては、現行の中心市街地活性化基本計画の対

象区域である函館駅前・大門地区に本町・五稜郭・梁川地区を加え、中心市街地とし

ての活性化及び機能回復を図る。 

函館市の元町・末広地区及び湯川地区には拠点商業業務地を配置し、元町・末広地

区については観光・商業業務の拠点として、湯川地区については温泉を資源とした宿

泊観光の拠点として、それぞれ利便性や快適性に富んだ観光・商業機能の集積を図る

とともに、周辺環境と調和した土地利用を促進する。 

北斗市の北海道新幹線新函館（仮称）駅周辺地区には新幹線利用者の利便性を確保

するための拠点商業業務地を配置し、広域的な交流拠点として新たな商業業務地の

形成を図る。 

函館市の弁天地区、谷地頭地区、新川地区、中島地区、日吉・花園地区、五稜郭駅

前地区、桔梗駅前地区、北斗市の上磯駅前地区、七重浜地区、本町地区、七飯町の七

飯駅前地区などには地域商業業務地を配置し、地域の特性を踏まえ、生活利便施設等

の維持充実を図ることにより各地区を核とする日常生活圏を維持する。 

函館市において、中心商業業務地や拠点商業業務地を結ぶ主要幹線道路の沿道に

は沿道商業業務地を配置し、沿道サービス施設、生活利便施設等の立地により道路利

用者や背後地居住者の利便性の向上を図る。 

 

③ 工業・流通業務地 

本区域の工業・流通業務地は、専用工業地、一般工業地及び流通業務地で構成する。 

専用工業地は、函館港に面する函館市の弁天地区、浅野地区及び港町地区、北斗市

の七重浜地区、七飯町の中島地区に配置し、造船や食品加工など、地区の特性に応じ

た製造業主体の工業地の形成を図る。 

一般工業地は、函館市の吉川地区、北浜地区、西桔梗地区、臨空工業団地及びテク

ノパーク、北斗市の七重浜地区、追分地区、谷好地区、清水川地区などに配置し、地

域の産業振興や企業誘致を図るための工業地として、周辺の環境等に配慮した良好

な操業環境の維持、増進を図る。 

北海道新幹線総合車両基地が建設される北斗市の稲里地区、七飯町の飯田町地区

には、一般工業地を配置し、施設整備に対応した新たな工業地の形成を図る。 

函館圏流通センターには流通業務地を配置し、南北海道の流通業務の拠点として、

農産物取引を主体とする青果物地方卸売市場を中心として卸売業、運輸・倉庫業など

の流通業務機能を維持するとともに、流通形態の多様化や消費構造の変化を踏まえ、

流通業務機能の複合化に対応した土地利用を図る。 

1･3･1 号函館新道(国道５号)函館インターチェンジに連絡する函館市の3･2･81 号

石川新道(国道５号)や 3･3･101 号外環状線(主要道道函館上磯線)、北斗市七重浜地

区の3･3･25号放射5号線（国道228号）など、主要幹線道路の沿道には流通業務地

を配置し、交通利便性の高さを生かした流通業務施設や沿道サービス系施設の立地

を図る。 

 

 

函館港に面する臨港地区内の港町地区には流通業務地を配置し、船舶の大型化や
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区内の港町地区については、船舶の大型化や輸送貨物のコンテナ化などに対応し

た物流機能の強化を図る。 

 

④ 用途転換、用途純化又は用途の複合化に関する方針 

・函館市の大縄地区、松川地区、万代地区、宮前地区、亀田地区、八幡地区及び港町

地区などについては、住宅地としての土地利用が進行しており、地域の良好な住環

境を形成するため、既存工場等の操業環境への影響を考慮しながら、工業系から住

居系への用途転換を進める。また、北斗市の東浜地区についても、住宅地としての

土地利用が進行しており、地域の良好な住環境を形成するため、地区内に混在する

工場や事業所の他地区への誘導を図るなどして、工業系から住居系への用途転換

を進める。 

・七飯町の３･４･19号放射１号線（国道５号）及び３･４･402号大川新道（一般道道

大野大中山線）、３･４･406号本町下通(町道桜町12号線、町道本町３号線)の幹線

道路沿道については、コンパクトなまちづくりを進めるため、都市交通体系や地域

の特性に配慮し、土地利用の転換により、生活利便施設の建設や高い住環境の形成

を図る。 

・幹線道路の沿道等で、住居・商業・工業の各機能が混在した土地利用が見られる地

区については、今後の土地利用の動向を見極めながら、必要に応じて特別用途地区

や地区計画等を活用して、背後住宅地の住環境に配慮した適切な用途純化又は用

途の複合化を図る。 

・函館市においては、大規模集客施設が商業業務地以外の地域に立地することによ

り、中心市街地の空洞化の一層の進行のほか、都市構造に様々な影響を与える恐れ

があることから、特別用途地区や地区計画等を活用し、準工業地域における大規模

集客施設の立地規制を図る。 

・学校跡地など大規模な公共空地、低未利用地については、都市構造の維持と周辺環

境との調和に配慮しながら、適切な土地利用が図られるための用途転換を検討す

る。 

     

（２）市街地における建築物の密度の構成に関する方針 

・住宅地のうち、高度利用住宅地については高密度での土地利用を、一般住宅地につい

ては中密度での土地利用を、専用住宅地については低密度での土地利用をそれぞれ

基本とし、地区の特性に応じた良好な住環境の形成及び維持を図る。 

・商業業務地のうち、中心商業業務地、拠点商業業務地及び沿道商業業務地について

は、商業業務施設や住宅と複合化した高密度での土地利用を促進する。地域商業業務

地については、地区の特性を踏まえた適切な密度での土地利用を図る。 

・工業・流通業務地については、中密度での土地利用を基本として、地区の特性を踏ま

えた適切な密度での土地利用を図る。 

 

    

 

 

 

 

 

 

貨物輸送のコンテナなどのユニットロード化に対応した港湾関連の物流機能の強化

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）市街地における建築物の密度の構成に関する方針 

   高度利用住宅地については高密度での土地利用を、一般住宅地については中密度で

の土地利用を、専用住宅地については低密度での土地利用をそれぞれ基本とし、地区の

特性に応じた良好な住環境の形成及び維持を図る。 

中心商業業務地、拠点商業業務地及び沿道商業業務地については、商業業務施設や住

宅と複合化した高密度での土地利用を促進する。地域商業業務地については、地区の特

性を踏まえた適切な密度での土地利用を図る。 

工業・流通業務地については、中密度での土地利用を基本として、地区の特性を踏ま

えた適切な密度での土地利用を図る。 

 

（３）市街地における住宅建設の方針【削除】 

   住宅地については、住宅の居住水準の向上や良質な住宅ストックの形成を促進する

ことにより、快適な住環境の形成を図る。 

特に、既成市街地における木造老朽家屋などの密集地については、地区計画等を活用

し、段階的にその解消に努める。 

既成市街地内の遊休地や低未利用地においては、都市機能が集積した生活利便性の

高い地域や閑静でゆとりある地域への居住ニーズに対応するため、良質な住宅地の形

成を促進する。 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による順序修正 

（Ⅲ１．（４）②から） 

 

 

 

 

 

 

・七飯町都市計画マスタープラン（H26.9策定）

P.30，P.54 

 

 

 

・函館市都市計画マスタープラン（H23.12策定） 

P.61 

・北斗市都市計画マスタープラン（H25.7策定） 

P.22 

・七飯町都市計画マスタープラン（H26.9策定） 

P.18･21･29･30･54 

・函館市都市計画マスタープラン（H23.12策定） 

P.61 

・北斗市都市計画マスタープラン（H25.7策定） 

P.22 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による削除 
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 （３）市街地の土地利用の方針 

   ①  土地の高度利用に関する方針 

・中心商業業務地のうち函館駅前・大門地区と本町・五稜郭・梁川地区において高い

容積率を指定している地域については、商業業務施設が立地しており、今後とも多

様な都市機能の維持充実及び効率的な土地利用を促進するため、施設の複合化・高

層化など土地の高度利用を促進する。 

・函館市の函館駅前交差点や本町交差点を含む中心市街地地区などについては、日常

生活に必要な都市機能の充実による居住誘導区域への居住の誘導や人口密度の維

持による都市機能の持続性の向上を図る。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  居住環境の改善又は維持に関する方針 

 

 

 

・函館市の函館山山麓地域については、再整備を実施することにより、空家・空地の

解消、狭小・未接道敷地の改善、生活利便施設の拡充、コミュニティの再生など居

住環境の向上を図る。 

・函館市の３･３･101号外環状線(主要道道函館上磯線)沿道から南側の区域について

は、誘導施策を活用し、人口減少のなかにあっても、市民生活の利便性を維持した

持続可能な市街地の形成を図る。 

・それぞれの住宅地においては、地区の特性や社会環境の変化に応じ、地区計画等を

老朽化などが進む公的住宅については、計画的な建替や改善を進めることにより居

住水準の向上を図るとともに、バリアフリー化やユニバーサルデザインの導入により、

子どもから高齢者、障がい者まで安心して暮らせる良質な住宅ストックを形成する。 

 

（４）市街地において特に配慮すべき問題等を有する市街地の土地利用の方針 

①  土地の高度利用に関する方針 

本区域の中心商業業務地のうち函館駅前・大門地区と本町・五稜郭・梁川地区にお

いて高い容積率を指定している地域については、商業業務施設が立地しており、今後

とも多様な都市機能の維持充実及び効率的な土地利用を促進するため、施設の複合

化・高層化など土地の高度利用を促進する。 

 

 

 

 

② 用途転換、用途純化又は用途の複合化に関する方針 

  函館市の大縄地区、松川地区、万代地区、宮前地区、亀田地区、八幡地区、港町地

区などについては、住宅地としての土地利用が進行しており、地域の良好な住環境を

形成するため、既存工場等の操業環境への影響を考慮しながら、工業系から住居系へ

の用途転換を進める。 

また、北斗市の東浜地区についても、住宅地としての土地利用が進行しており、地

域の良好な住環境を形成するため、地区内に混在する工場や事業所の他地区への誘   

導を図るなどして、工業系から住居系への用途転換を進める。 

七飯町の3･4･19号放射1号線（国道5号）など幹線道路沿道などの低・未利用地

については、コンパクトなまちづくりを進めるため、都市交通体系や地域の特性に配

慮し、土地利用の転換により、生活利便性の向上による日常生活圏の維持などを図

る。 

函館港の臨港地区については、港湾計画に基づき、港湾の機能を十分に確保し、そ

の利用の増進を図るために必要な範囲を指定する。 

函館市においては、大規模集客施設が商業業務地以外の地域に立地することによ

り、中心市街地の空洞化の一層の進行のほか、都市構造に様々な影響を与える恐れが

あることから、特別用途地区や地区計画等を活用し、準工業地域における大規模集客

施設の立地規制を図る。 

     

③  居住環境の改善又は維持に関する方針 

函館市の若松地区及び大縄地区については、木造老朽家屋が密集し、狭隘な道路が

多いことから、地区計画等の活用により、段階的にその解消に努め、住環境の改善や

防災性の向上を図る。 

函館市の船見地区、弥生地区、元町地区などの函館山山麓地域については、狭小宅

地や細街路による建て詰まり、さらには老朽建物の増加など多くの課題を抱えてい

るが、数多くの歴史的建造物が立地する地区の特性を踏まえ、その歴史的環境や景観

形成などとの調和に配慮しつつ、住環境の改善やオープンスペースの確保に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

 

 

 

 

・函館市立地適正化計画(H30.3 策定)による追

記 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による順序修正 

（Ⅲ１．（１）④へ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による記載箇所の変更 

（Ⅲ２．（１）②ｅへ） 

 

 

 

 

 

 

・重点密集市街地の位置づけの見直しによる削

除 

 

・函館山山麓地域という呼称の整理による修正 

・西部地区再整備による修正 

 

・函館市立地適正化計画(H30.3 策定)による追

記 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

（記載箇所の変更） 
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活用するなど、きめ細やかな住環境の形成及び保全を図る。 

③  都市内の緑地又は都市の風致の維持などに関する方針 

・市街地内の大規模な公園、河川、広路のほか街路樹については、本区域の良好な都

市環境を構成するうえで重要な緑であることはもちろんのこと、様々な野生生物

の生息環境を支える貴重な資源であることから、これらについては今後とも適正

に保全する。 

・函館市の伝統的建造物群保存地区及びその周辺については、異国情緒豊かな歴史的

景観を有しており、今後ともその保全に努める。 

 

（４）その他の土地利用の方針 

① 優良な農地との健全な調和に関する方針 

・本区域のうち、集団的農用地や国営・道営の土地改良事業など各種農業投資が実施

されている区域及び実施を予定している区域の農地などについては、健全な農業

の維持と発展を図るためにも、今後とも優良な農用地としてその保全に努め、特

に、農業振興地域の整備に関する法律第８条第２項第１号に基づき定められた農

用地区域については、「農業上の利用を図るべき土地」として、市街化区域の拡大

の対象とはしない。 

・北斗市の旧上磯町地区については、既存市街地周辺の農業振興地域のほとんどが農

用地区域であることから、市街化調整区域において都市的土地利用を図る特段の

必要性が認められる場合には、北斗市が定める市街化調整区域に関する土地利用

方針などにより、具体的な土地利用の構想について農業と十分に調整を図った上

で、土地利用を図ることとする。 

 

② 災害防止の観点から必要な市街化の抑制に関する方針 

・がけ地や急傾斜地などの災害発生のおそれのある区域や溢水、津波、高潮などによ

る災害のおそれのある区域については、原則として市街化を抑制するとともに、災

害防除のため適正な措置を講ずる。 

・土砂災害特別警戒区域に指定されている地区については、災害防止の観点から、特

に市街化を抑制する。 

・既存市街地において災害発生の可能性のある地域については、地域防災計画に基

づき、災害の防止に努める。 

 

③ 自然環境形成の観点から必要な保全に関する方針 

・水源かん養保安林や保健保安林等については、森林の持つ公益的機能の維持、増進

を図るため、それぞれの目的に応じた適正な管理・保全に努めるとともに、北海道

自然環境等保全条例により指定された笹流自然景観保護地区、館野環境緑地保護

地区、戸切地自然景観保護地区についても、指定の目的を踏まえ、今後とも適切な

保全に努める。 

・函館市の函館山緑地、笹流ダム周辺、トラピスチヌ修道院周辺、北斗市の戸切地陣

屋跡、八郎沼周辺などの景勝地にもなっている森林については、今後とも良好な環

境や景観を保全しつつ、住民のレクリエーションの場又は自然体験・学習ふれあい

の場として、自然環境と共生した土地利用の維持に努める。 

・多様な生物が生息・成育する場として豊かな自然環境を形成している河川について

は、流域全体の健全な水循環の保全を念頭におき、良好な河川環境の保全に努め

る。 

④  市街化区域内の緑地又は都市の風致の維持などに関する方針 

市街地内の大規模な公園、河川、広路のほか街路樹については、本区域の良好な都

市環境を構成するうえで重要な緑であることはもちろんのこと、様々な野生生物の

生息環境を支える貴重な資源であることから、これらについては今後とも適正に保

全する。 

また、函館市の函館山山麓地域については、異国情緒豊かな歴史的景観を有してお

り、今後ともその保全に努める。 

 

（５）市街化調整区域の土地利用の方針 

① 優良な農地との健全な調和に関する方針 

本区域のうち、集団的農用地や国・道営の土地改良事業など各種農業投資が実施さ

れている区域及び実施を予定している区域の農地などについては、健全な農業の維

持と発展を図るためにも、今後とも優良な農用地としてその保全に努め、特に、農業

振興地域の整備に関する法律第８条第２項第１号に基づき定められた農用地区域に

ついては、「農業上の利用を図るべき土地」として、市街化区域の拡大の対象とはし

ない。 

ただし、北斗市の旧上磯町地区については、既存市街地周辺の農業振興地域のほと

んどが農用地区域であることから、市街化調整区域において都市的土地利用を図る

特段の必要性が認められる場合には、北斗市が定めるまちづくり条例（土地利用調整

条例）などにより、具体的な土地利用の構想について農業と十分に調整を図った上

で、土地利用を図ることとする。 

 

② 災害防止の観点から必要な市街化の抑制に関する方針 

  がけ地や急傾斜地などの災害発生のおそれのある区域や溢水、津波、高潮などによ

る災害のおそれのある区域については、原則として市街化を抑制するとともに、災害

防除のため適正な措置を講ずる。 

 

 

 

 

 

③ 自然環境形成の観点から必要な保全に関する方針 

  水源涵養保安林や保健保安林等については、森林の持つ公益的機能の維持、増進を

図るため、それぞれの目的に応じた適正な管理・保全に努めるとともに、北海道自然

環境等保全条例により指定された笹流自然景観保護地区、館野環境緑地保護地区、戸

切地自然景観保護地区についても、指定の目的を踏まえ、今後とも適切な保全に努め

る。 

また、函館市の函館山緑地、笹流ダム周辺、トラピスチヌ修道院周辺、北斗市の戸

切地陣屋跡、八郎沼周辺などの景勝地にもなっている森林については、今後とも良好

な環境や景観を保全しつつ、住民のレクリエーションの場又は自然体験・学習ふれあ

いの場として、自然環境と共生した土地利用の維持に努める。 

一方、多様な生物が生息・成育する場として豊かな自然環境を形成している河川に

ついては、流域全体の健全な水循環の保全を念頭におき、良好な河川環境の保全に努

める。 

    

・区域マスの表現の統一による修正 

 

 

 

 

・函館山山麓地域という呼称の整理による修正 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・区域マスの表現の精査による修正 

 

 

 

 

 

 

 

・道の都市計画の基本的な考え方による追記 

 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 
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④ 秩序ある都市的土地利用の実現に関する方針 

・市街化調整区域内における都市的土地利用については、コンパクトなまちづくりと

整合するよう、都市機能の無秩序な拡散等を抑制し、適切な土地利用の誘導を図

る。 

・農山村集落である北斗市の向野・文月地区ほか同市内の２つのエリアについては、

都市との交流を促進するグリーンツーリズムが展開されており、豊かな自然環境

との共生を図りつつ、良好な営農環境と住環境が確保された適切な土地利用を図

る。 

・区域区分の決定以前に造成された市街化調整区域の別荘等分譲地である函館市の

東山地区、レクリエーションやアウトドア・レジャーの拠点となっている函館市の

白石地区については、今後とも自然環境と共生した土地利用の保全に努める。 

・函館市においては、一部の地域で市街化区域の決定等に係る歴史的経過から一定の

都市的土地利用を許容してきたが、市街化調整区域の趣旨からして本来あるべき

土地利用の実現とコンパクトなまちづくりとの調和を図ることとする。 

・北斗市及び七飯町の市街化調整区域のうち、函館・江差自動車道北斗追分インター

チェンジ周辺の追分地区等の主要な交通結節点周辺や市街化区域近隣において、

一体的かつ効率的に都市的土地利用を図る特段の必要性が認められる区域につい

ては、農林漁業との調整を図った上で地区計画等を活用し、周辺環境と調和した適

切かつ計画的な土地利用を図る。 

・北斗市の久根別５丁目地区については、主として市街化区域での立地が困難な工業

施設等の移転先として、地区計画に基づく工場等の適切な誘導を図る。 

・北斗市の萩野地区については、旧農村地域工業等導入促進法により整備された萩野

農工団地によって工場等が立地しており、周辺の農業、住居環境に配慮しつつ、引

き続き工場等の適切な立地を図る。 

・函館市の３･２･81号石川新道(国道５号)や３･３･101号外環状線(主要道道函館上

磯線)の沿道、３･３･49号空港ターミナル通（主要道道函館空港線）の沿道並びに

３･３･77 号空港通（主要道道函館空港線・一般道道函館空港インター線）のうち

整備済みである区間の沿道においては、交通利便性の高さをいかしつつ周辺環境

と調和した流通業務施設や沿道サービス系施設の立地について、個別にその妥当

性等を判断し計画的かつ適切な土地利用を図る。 

 

 

 

 

 

・函館市の末広地区緑地及び弁天町埋立地区については、公有水面埋立事業による港

湾施設整備が進められており、同事業の竣功認可と併せて市街化区域に編入する。 

 

 

 

 

 

 

 

④ 秩序ある都市的土地利用の実現に関する方針 

区域区分の決定以前に形成された市街化調整区域の既存集落や既存住宅地におい

ては、生活環境の向上を図るため、道路や排水施設などの基盤整備を段階的に進め、

周辺の自然環境と調和した住宅地への誘導を図る。 

また、農山村集落については、豊かな自然環境との共生を図りつつ、良好な営農環

境と住環境を確保するとともに、都市との交流を促進するグリーンツーリズムの展

開を視野に入れた適切な土地利用を図る。 

 

区域区分の決定以前に造成された市街化調整区域の別荘等分譲地である函館市の

東山地区、レクリエーションやアウトドア・レジャーの拠点となっている函館市の白

石地区については、今後とも自然環境と共生した土地利用の保全に努める。 

 

 

 

北斗市及び七飯町の市街化調整区域のうち、市街化区域に隣接するなど一体的か

つ効率的に都市的土地利用を図る特段の必要性が認められる区域については、農林

漁業との調整を図った上で地区計画等を活用し、周辺環境と調和した適切かつ計画

的な土地利用を図る。また、北斗市の久根別５丁目地区については市街化区域での立

地が困難な工業施設等の移転先として、北斗市の追分地区については函館・江差自動

車道北斗追分インターチェンジ等に近接する交通利便性の高さを生かした流通業務

地として、周辺の営農環境や住環境に配慮し、農林漁業との調整を図った上で地区計

画等を活用し、それぞれ計画的な土地利用を図る。 

 

 

函館市の 3･2･81 号石川新道(国道５号)や 3･3･101 号外環状線(主要道道函館上磯

線)の沿道、函館空港から3･3･21号放射３号線（国道278号）に連絡する3･3･49号

空港ターミナル通（主要道道函館空港線）や3･3･77号空港通（主要道道函館空港線）

の沿道においては、交通利便性の高さを生かしつつ周辺環境と調和した流通業務施

設や沿道サービス系施設の立地について、個別にその妥当性等を判断し計画的かつ

適切な土地利用を図る。 

北斗市の萩野地区については、農村地域工業等導入促進法による工業等導入地区

として工場等が立地しており、周辺の農業、住居環境に配慮しつつ、引き続き工場等

の適切な立地を図る。 

七飯町の北海道新幹線総合車両基地周辺については、関連業務等に対応した新た

な工業地の配置を検討する。 

函館市の弁天町埋立地区については、公有水面埋立事業による港湾施設整備が進

められており、同事業の竣功認可と併せて市街化区域に編入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・函館市立地適正化計画(H30.3 策定)による都

市的土地利用方針の変更に伴う記述の変更 

・具体的な地区名を記載 

 

 

 

 

 

 

 

・函館市立地適正化計画(H30.3 策定)による都

市的土地利用方針の変更に伴う記述の追加 

 

・北斗市都市計画マスタープラン（H25.7策定） 

P.22 

・七飯町都市計画マスタープラン（H26.9策定） 

 P.54 

 

 

 

・農村地域工業等導入促進法の改正に伴う記述

の修正 

 

 

 

・空港通の整備による修正 

 

 

 

 

 

 

 

・配置済のため削除 

 

・事業の進行に伴う追記 
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２．都市施設の整備に関する主要な都市計画の決定の方針 

（１）交通施設 

① 基本方針 

ａ 交通体系の整備の方針 

      本区域では、商業地、工業地及び観光・レクリエーションなどの都市拠点を中心

とした都市機能の集積や生活圏の計画的育成を目指した土地利用計画を支える交

通流動軸として位置づけられる６放射４環状の道路と広域幹線道路による骨格道

路網並びに公共交通である鉄道・路面電車・バスなどの路線網によりネットワーク

を形成している。 

高速交通ネットワークの一翼を担う骨格幹線道路については、新外環状線の整

備、さらには、他地域との広域的な連携をより高めるため、北海道新幹線、北海道

縦貫自動車道及び函館・江差自動車道の整備が進められている。 

 

しかし、自動車の保有台数は、平成17年度(2005年度)をピークに減少傾向にあ

る一方で、市街地の拡大に伴う郊外部への人口移動や商業施設をはじめとする都

市機能の拡散により、依然、一部幹線道路において交通渋滞が生じており、良好な

交通環境の確保など、取り組む課題も多い状況にある。 

また、人口減少・少子高齢化の進行、環境負荷の軽減が求められるなど都市内交

通を取り巻く環境が大きく変化しており、このような中で、都市内交通に対して

は、バリアフリー化の取り組みや環境にやさしい公共交通の充実などが求められ

ている。 

このため、交通施設の整備については、効率性、快適性のほか、安全性や環境と

の調和を考慮し、各交通手段が適切に役割を分担した交通体系となるよう総合的

かつ一体的に進めるとともに、人口減少等の社会情勢の変化に対応した都市の将

来像を実現する交通体系の観点から、長期未着手の都市計画道路の見直しを含め

た検討を進める。 

また、社会情勢の変化とともに、都市交通のニーズが高度化並びに多様化してい

ることから、交通量に基づく施設整備の考え方と情報技術等を活用し、既存の交通

施設を有効利用する考え方を連動させた総合的な視点で交通施設整備を検討す

る。 

これらの考えのもとに、基本方針は次のとおりとする。 

・都市間や空港、港湾及び新幹線の駅等との広域的な交流・連携を支える高速交通 

ネットワークの形成を図り、アクセス道路の整備を進める。 

・多様な都市活動を支え、円滑な自動車交通を確保するために、都市の骨格となる

都市内道路網の形成を進める。 

・歩行者や自転車の安全で快適な通行を確保するために、歩行者や自転車交通の 

ネットワークの形成やバリアフリー化を進める。 

・本区域のうち、函館市においては、「地域公共交通網形成計画」を策定し、自家

用車に過度に依存しない都市交通の実現に向けた取り組みを進めていることか

ら、本計画と連携して、公共交通の利用促進のために、沿道の土地利用と連動し

た公共交通軸の形成を図るとともに、五稜郭・美原・湯川周辺において交通結節

点の整備・機能強化を進める。 

 

 

 

２．都市施設の整備に関する主要な都市計画の決定の方針 

（１）交通施設 

① 基本方針 

ａ 交通体系の整備の方針 

      本区域の交通体系は、商業地、工業地及び観光・レクリエーションなどの都市拠

点を中心とした都市機能の集積や生活圏の計画的育成を目指した土地利用計画を

支える交通流動軸として位置づけられる６放射４環状の道路と広域幹線道路によ

る骨格道路網並びに公共交通である鉄道・路面電車・バスなどの路線網によりネッ

トワークを形成している。 

さらに、平成２７年度末完成予定の北海道新幹線（新青森・新函館（仮称）間）

の整備に併せ、新函館（仮称）駅周辺の乗継施設やアクセス機能の整備、さらには、

高速交通ネットワークの一翼を担う骨格幹線道路として、新外環状線の整備が進

められている。 

しかし、これまで増え続けてきた自動車の保有台数は、平成１７年度をピークに

減少傾向にある一方で、市街地の拡大に伴う郊外部への人口移動や商業施設をは

じめとする都市機能の拡散により、依然、一部幹線道路において交通渋滞が生じて

おり、良好な交通環境の確保など、取り組む課題も多い状況にある。 

また、人口減少・少子高齢化の進行、地球環境問題の深刻化など都市内交通を取

り巻く環境が大きく変化しており、このような中で、都市内交通に対しては、バリ

アフリー化の取り組みや環境にやさしい公共交通の充実などが求められている。 

 

このため、交通施設の整備については、効率性、快適性のほか、安全性や環境と

の調和を考慮し、各交通手段が適切に役割を分担した交通体系となるよう総合的、

一体的に進める。 

 

 

また、社会情勢の変化とともに、都市交通のニーズが高度化、多様化しているこ

とから、交通量に基づく施設整備の考え方と情報技術を活用し、既存の交通施設を

有効利用する考え方を連動させた総合的な視点で、交通施設整備を検討する。 

これらの考え方を基に、基本方針は次のとおりとする。 

ア 都市間や空港、港湾、新幹線の駅等との広域的な交流・連携を支える高速交通

ネットワークの形成を図るとともに、アクセス道路や交通結節点の整備を進め

る。 

イ 多様な都市活動を支え、円滑な自動車交通を確保するために、都市の骨格とな

る都市内道路網の形成を進める。なお、都市計画決定後、長期に渡り事業未着手

の都市計画道路については、将来都市像や社会情勢の変化を踏まえつつ、その必

要性等を総合的に点検・検証し、計画の変更や廃止を含めた見直しを進める。 

ウ 歩行者や自転車の安全で快適な通行を確保するために、歩行者や自転車交通

のネットワークの形成やバリアフリー化を進める。 

エ 公共交通の利用促進を図るため、電車・バスの低床車両の導入などにより、公

共交通の充実に努め、沿線の土地利用と連動した効率的な公共交通軸の形成を

図るとともに、中心市街地においては、停留施設のバリアフリー化の推進や、交

通ターミナル機能の充実などにより、利便性の高い交通環境の形成を図る。 

オ 通勤時の公共交通の利用促進や時差出勤、交差点改良など、各種の交通需要マ

ネージメント施策による都市内交通の円滑化を図るとともに、高齢社会への対

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

 

 

 

・北海道新幹線の開業による修正 

 

 

 

 

 

 

 

・現状等を踏まえ修正 

 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

 

 

 

・函館市地域公共交通網形成計画(P.18)による

修正 
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・本区域は、道南地方の空の玄関口である函館空港を有することから、広域交通の

利便性の向上と円滑な交通ネットワークの形成に努める。 

・本区域は、道南地方の物流の拠点である重要港湾函館港を有することから、物流

の効率化と円滑な交通ネットワークの形成に努める。 

 

 

ｂ 整備水準の目標 

交通体系については、６放射４環状の骨格道路網の形成を図るとともに、都市

内の幹線道路網については都市内交通環境の状況を踏まえながら、各道路機能に

応じて段階的に整備を進め、将来の幹線街路網密度がおおむね 3.49km/㎢となる

ように都市計画道路の整備を図り、あわせて公共交通機関の充実に努める。 

 

    

 

平成27年(2015年) 

（基準年） 

令和12年(2030年) 

（目標年） 

幹線街路網密度 2.90 km/km

2

 3.05 km/km

2

 

    

② 主要な施設の配置の方針 

ａ 道 路 

・自動車専用道路 

１･３･１号函館新道（国道５号）に接続し、本区域内はもとより道南地域全体の

広域的な高速交通ネットワークを構成する広域幹線道路として、１･３･２号上

磯新道（国道228号）及び１･４･３号新外環状線（国道278号）を市街地外縁部

に配置する。これらの路線は、自動車専用道路としての整備を進め、都市内の交

通環境の改善、生鮮食料品の販路拡大、観光客等の１日行動圏の拡大及び地域プ

ロジェクトの促進などを図る。 

・放射道路 

６放射４環状として本区域内の骨格道路網を形成する放射道路として、３･４･

19号放射１号線（国道５号及び279号）、３･３･20号放射２号線（主要道道函館

南茅部線、一般道道赤川函館線及び五稜郭公園線）、３･３･21号放射３号線（国

道278号）、３･３･22号放射４号線（一般道道函館臨空工業団地線）、３･３･25

号放射５号線(国道227号及び228号)及び３･２･31号大野新道（国道227号、

主要道道函館上磯線）を配置し、都市と広域幹線道路を結ぶ骨格軸として３･２･

81石川新道（国道５号）と３･３･77号空港通(主要道道函館空港線、一般道道函

館空港インター線)を配置する。 

・環状道路 

６放射４環状として本区域内の骨格道路網を形成する環状道路として、前述の 

１･４･３号新外環状線（国道278号）と３･３･87号新外環状線（一般道道北斗 

追分インター線）、３･３･24号中環状線（主要道道函館南茅部線、一般道道五稜 

郭公園線）、３･３･101号外環状線(国道227号、主要道道函館上磯線)及び第４ 

環状線として、３･４･103号本通富岡通を配置する。 

・都市内の交通環境の改善を図るために、幹線街路として３･４･47号文教通(主要

応として、都市拠点を中心とした一定の地域生活の範囲に循環バスを配し、公共

交通の利便性を向上させるなど、自家用車に過度に依存しない都市交通の実現

に向けた取り組みについて検討を進める。 

 

 

 

 

 

ｂ 整備水準の目標 

  本区域の交通体系については、本圏の総合交通計画に基づき、６放射４環状の骨

格道路網の形成を図るとともに、都市内の幹線道路網については都市内交通環境

の状況を踏まえながら、各道路機能に応じて段階的に整備を進め、将来の幹線街路

網密度がおおむね 3.5km/㎢となるように都市計画道路の整備を図り、あわせて公

共交通機関の充実に努める。 

 

    年 次 

種 類 

平成17年 

（基準年） 

平成32年 

（目標年） 

幹線街路網密度 2.74 km/km

2

 3.08 km/km

2

 

    

② 主要な施設の配置の方針 

ａ 道 路 

 

    1･3･1号函館新道（国道５号）に接続し、本区域内はもとより道南地域全体の広

域的な高速交通ネットワークを構成する広域幹線道路として、1･3･2 号上磯新道

（国道228 号）及び1･4･3 号新外環状線（国道278号）を市街地外縁部に配置す

る。これらの路線は、自動車専用道路としての整備を進め、都市内の交通環境の改

善、生鮮食料品の販路拡大、観光客等の１日行動圏の拡大、地域プロジェクトの促

進などを図る。 

 

これらの路線とともに６放射４環状として本区域内の骨格道路網を形成する４

環状として、3･3･24号中環状線（主要道道函館南茅部線、一般道道五稜郭公園線）、

3･3･101号外環状線(国道227号、主要道道函館上磯線)及び第４環状線として、3･

4･103号本通富岡通を配置し、６放射として、3･4･19号放射１号線(国道５号、国

道279号)、3･3･20号放射２号線（主要道道函館南茅部線、一般道道赤川函館線、

一般道道五稜郭公園線）、3･3･21 号放射３号線(国道 278 号)、3･3･22 号放射４号

線(一般道道函館臨空工業団地線)、3･3･25号放射５号線(国道227号、国道228号)

及び3･2･31号大野新道（国道227号、主要道道函館上磯線）を配置する。 

また、都市内の交通環境の改善を図るために、幹線街路として3･4･47号文教通

(主要道道函館南茅部線)、3･5･82 号臨空工業団地通(一般道道函館臨空工業団地

線)、3･3･77号空港通(一般道道函館空港インター線(仮称))、3･3･213号久根別通

(一般道道大野上磯線)、3･4･302 号大野市街通(一般道道大野上磯線)、3･3･87 号

新外環状線(一般道道大野インター線)、3･4･404 号中島臨工通(一般道道大野大中

山線)を配置する。 

 

 

 

 

・区域マスの表現の精査による追記（同施設と

の交通ネットワークの方針を示す。） 

 

 

 

 

 

 

 

・計画延長の縮小による密度の減 

 

 

・基準年次及び目標年次の修正 

 

 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・函館圏都市交通マスタープラン(H19.3)によ

る骨格軸路線の追加 

・区域マスの表現の精査による修正 

・道路規模変更による路線番号の変更 

・路線位置付けの変更 
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道道函館南茅部線)、３･６･82 号臨空工業団地通(一般道道函館臨空工業団地

線)、３･３･213号久根別通(一般道道大野上磯線)、３･４･302号大野市街通(一

般道道大野上磯線)及び３･４･404 号中島臨工通(一般道道大野大中山線)を配置

する。 

・北海道新幹線新函館北斗駅に集中する交通を、安全で円滑に処理するため、３･

４･308号新函館北斗駅前通(一般道道新函館北斗停車場線)を配置する。 

 

ｂ 鉄 道 

・本区域には、北海道新幹線、在来線のＪＲ函館本線及び道南いさりび鉄道があ

り、道内主要都市や本州に接続する重要な旅客輸送・貨物輸送路となっている。 

今後は、北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）の整備が進むことにより、更なる

道内主要都市間の広域高速交通ネットワークの形成を図る。 

 

・新幹線開業に伴う並行在来線経営分離後の対応については、新幹線開業後におけ

る沿線住民の足の確保に向けた取り組みを進める必要がある。 

このため、道や沿線市町などとの連携により、経営分離区間の安定的かつ効率的

な輸送体系を構築するために必要な検討・取り組みを進める。 

 

ｃ 交通結節点等 

・３･３･21号放射３号線（国道278号）にＪＲ函館本線函館駅、３･４･308号新函

館北斗駅前通（一般道道新函館北斗停車場線）に北海道新幹線新函館北斗駅の各

駅前に駅前広場を配置し、中核的な役割を担う交通拠点として、今後とも総合的

な交通の円滑化と利便性の向上を図るよう交通結節機能を確保する。 

・３･４･211号上磯駅前通（一般道道上磯停車場線）に道南いさりび鉄道上磯駅、 

３･４･408号七飯駅前通（一般道道七飯療養所線）にＪＲ函館本線七飯駅、ＪＲ

函館本線及び道南いさりび鉄道を結節する五稜郭駅の各駅前広場において、今後

とも交通結節機能を確保する。 

・五稜郭・美原・湯川周辺において、路面電車・バス等の交通結節機能の強化を図

る。 

 

ｄ 駐車場 

本区域内においては、概して民間事業者による単独駐車場の供給が拡大傾向に 

あるが、今後はまちづくりの将来像等に基づき、交通の円滑化と利便性の向上を図 

るため、駐車需要の実態や将来動向に即した駐車場の有効活用及び適正な配置の 

検討を行う。 

 

 

ｅ 港 湾 

・函館港の臨港地区については、港湾計画に基づき、港湾の機能を十分に確保し、

その利用の増進を図るために必要な範囲を指定する。 

・国際観光都市としての賑わいと魅力ある港湾空間の形成を図るため、クルーズ船 

受入環境の整備を進める。 

 

 

 

 

さらに、北海道新幹線新函館（仮称）駅開業に伴い発生集中する交通を、安全で

円滑に処理するため、3･4･308号新駅駅前通(一般道道渡島大野停車場線)を配置す

る。 

 

 

 

ｂ 鉄 道 

本区域には、ＪＲ函館本線、ＪＲ津軽海峡線の在来線が配置され、道内主要都市

や本州に接続する重要な旅客輸送・貨物輸送路となっている。 

今後は、着工済である北海道新幹線（新青森・新函館（仮称）間）の整備が進む

ことにより、また、関連施設の整備を促進し、広域高速交通ネットワークの形成を

図る。 

また、新幹線開業に伴う並行在来線経営分離後の対応については、新幹線開業後

における沿線住民の足の確保に向けた取り組みを進める必要がある。このため、道

や沿線市町などとの連携により、経営分離区間の安定的かつ効率的な輸送体系を

構築するために必要な検討・取り組みを進める。  

 

ｃ 乗継施設等 

北海道新幹線（新青森・新函館（仮称）間）の開業に伴い、新たな交通拠点とな

る新函館（仮称）駅については、各交通機関が相互に連携し、容易に乗り継ぎが出

来るよう駅前広場を配置するとともに、一般道道新函館停車場七飯線（仮称）の整

備を進め、新駅と広域交通網とのアクセス強化を図り、新幹線利用者の利便性を向

上させる。 

 

 

 

 

 

 

ｄ 駐車場 

本区域内においては、概して民間事業者による単独駐車場の供給が拡大傾向に

ある一方で、一部の地域において不足している状況を踏まえ、適正な需給バランス

を確保するため、既存の都市計画駐車場を含む公共駐車場を維持・保全することを

基本としつつ、駐車場が不足している地域への対応として、建築物の建物用途や規

模に応じて附置すべき駐車台数の基準見直しを検討する。 

 

ｅ 港 湾 

 

 

 

 

ふ頭の機能集約に配慮した土地利用の再編を行うとともに、船舶の大型化や貨

物輸送のユニットロード化に対応した物流機能の効率化あるいは高度化を図るた

め、ふ頭の整備や臨港地区内の主要道路である幹線臨港道路湾岸線の整備などを

 

・北海道新幹線の開業による修正 

 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

・道南いさりび鉄道の追記 

・北海道新幹線の開業による修正 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

・完了事業の削除、新規計画の追記 

※次期総合都市交通マスタープランにおける 

位置付け予定（上磯駅・七飯駅・五稜郭駅） 

 

 

 

 

 

・２（１）①ａと表現を統一 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

・現状を踏まえ修正 

 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

・Ⅲ１．（１）④から記載箇所の変更 

・H17函館市港湾計画(P.6～7)、H30北海道交通

政策総合指針(P.64)、PORT2030(P18～20)によ

る追記 
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・函館港は、道南の物流拠点港として、港湾機能の強化に努めるとともに、防災 

活動の拠点として、災害時に対応する物流機能、緊急物資輸送、緊急避難等の 

機能を確保する。 

・函館国際水産・海洋総合研究センターを中心とした国際的な水産・海洋に関わる

研究・交流空間の形成を図るため、係留施設やアクセス道路などの整備を進め

る。 

 

ｆ 空 港 

函館空港は、航空需要に対応した機能を確保するとともに、地域間交流や国際交

流を進め、地域の経済・文化の活性化に資するため、函館空港のターミナル機能

及び空港へのアクセス機能の強化に努めるとともに、交通結節機能を確保する。 

 

 

③ 主要な施設の整備目標 

    おおむね10年以内に整備を予定する主要な施設は、次のとおりとする。 

・１･４･３号新外環状線（国道278号） 

・３･３･25号放射５号線（国道228号） 

・３･３･22号放射４号線（一般道道函館臨空工業団地線、市道放射4-2号線） 

・３･３･77号空港通（一般道道函館空港インター線） 

・３･３･87号新外環状線（一般道道北斗追分インター線） 

・３･４･47号文教通（主要道道函館南茅部線） 

・３･４･66号日吉中央通（市道日吉中央通） 

・３･４･110号中道四稜郭通（市道中道四稜郭通２号） 

・３･４･113号昭和団地通（市道昭和団地通２号） 

・３･４･205号上磯田園通（市道上磯田園通線）  

・３･４･302号大野市街通（一般道道大野上磯線） 

・３･６･82号臨空工業団地通（一般道道函館臨空工業団地線） 

上記、12路線の整備を促進する。 

 

・美原地区における路線バス乗降場の整備を促進する。 

 

 

・函館港の機能強化を図るため、弁天地区、若松地区などの岸壁や臨港道路等の整備 

を促進する。 

  

（２）下水道及び河川 

① 基本方針 

ａ 下水道及び河川の整備の方針 

本区域では、生活・産業排水による水質汚濁や市街地の保水機能の低下等が、公

共用水域の水質や水循環機能に影響を及ぼしている。 

このため、下水道及び河川に都市排水の総合的な機能を持たせ、事業の展開を図

る。 

ア 下水道 

都市の健全な発展と生活環境の改善、公共用水域の水質保全及び浸水の防除 

進める。 

また、災害時における緊急物資輸送等に対応するため、耐震機能を備えた旅客船

ふ頭やフェリーふ頭及びこれらへのアクセス道路の整備を図る。 

 

なお、函館港の弁天地区においては、地域の特性を生かした国際水産・海洋に関

わる研究・交流空間の形成を図るため、係留施設やアクセス道路などの整備を進め

る。 

 

ｆ 空 港 

航空需要に対応した機能を確保するとともに、地域間交流や国際交流を進め、地

域の経済・文化の活性化に資するため、函館空港のターミナル機能及び空港へのア

クセス手段の増強に努める。 

 

 

③ 主要な施設の整備目標 

    おおむね１０年以内に整備を予定する主要な施設は、次のとおりである。 

ａ 道 路 

・1･4･3号新外環状線（国道278号）の整備を促進する。 

・3･3･25号放射５号線（国道228号）の整備を促進する。 

・3･3･20号放射２号線（一般道道赤川函館線）の整備を促進する。 

・3･3･22号放射4号線（一般道道函館臨空工業団地線）の整備を促進する。 

・3･3･77号空港通（一般道道函館空港インター線（仮称））の整備を促進する。 

・3･4･47号文教通（主要道道函館南茅部線）の整備を促進する。 

・3･4･302号大野市街通（一般道道大野上磯線）の整備を促進する。 

・3･4･308号新駅駅前通（一般道道渡島大野停車場線）の整備を促進する。 

・3･5･82号臨空工業団地通（一般道道函館臨空工業団地線）の整備を促進する。 

 

 

 

ｂ 乗継施設等 

・新函館（仮称）駅における駅前広場の整備を促進する。 

 

ｃ 港 湾 

・函館港の機能強化を図るため、弁天地区、若松地区、北ふ頭地区などの岸壁や臨

港道路等の整備を促進する。 

  

（２）下水道及び河川 

① 基本方針 

ａ 下水道及び河川の整備の方針 

本区域では、生活・産業排水による水質汚濁や市街地の保水機能の低下などが、

公共用水域の水質や水循環機能に影響を及ぼしている。このため、下水道と河川に

都市排水の総合的な機能を持たせ、事業の展開を図る。 

 

ア 下水道 

下水道については、河川や海域など公共用水域の水質を保全するとともに、都

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

 

 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

※次期総合都市交通マスタープランにおける 

位置付け予定 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

 

・完了事業の削除、新規事業路線および区間の

追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

・道路規模変更による路線番号の変更 

 

・完了事業の削除、新規事業の追記 

 

 

・完了事業の削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 
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を図るとともに、下水道の機能を維持するため下水道整備を促進する。 

イ 河 川 

河川については、河川改修を促進するとともに、人と自然のふれあう水辺空間 

としての整備の推進を図る。 

 

 

ｂ 整備水準の目標 

ア 下水道 

本区域の下水道の普及率は、平成 27 年(2015 年)で 88.8％であり、今後も市

街地の下水道の普及を目指し、整備の推進を図る。 

イ 河 川 

河川については、治水の安全度の向上に努めるとともに、周辺環境に配慮した 

河川の整備に努める。 

 

② 主要な施設の配置の方針 

ａ 下水道 

・函館市、北斗市及び七飯町を排水区域とする函館湾流域下水道においては、函館

湾処理区内の昭和町に函館湾浄化センターを配置し、排水区域内にポンプ場及

び幹線管渠を適切に確保する。 

・函館市を排水区域とする函館市公共下水道においては、南処理区内の金堀町及び

日乃出町に南部下水終末処理場を配置し、排水区域内にポンプ場及び幹線管渠

を適切に確保する。 

 

ｂ 河 川 

市街地を流れる久根別川、松倉川水系、常盤川水系及び小田島川等を主とする河 

川については、各種開発事業等との調整を図りつつ、総合的な治水対策を促進する

とともに、自然環境と市街地が融合する河川及び水辺空間の整備に努める。 

 

 

 

③ 主要な施設の整備目標 

  おおむね10年以内に整備を予定する主要な事業は、次のとおりである。 

・下水道については、市街地内の下水道未整備地区の下水管渠の整備を促進するとと

もに、老朽化した下水道施設の計画的な改築更新を行う。 

・汐泊川、松倉川、湯の川、湯の沢川、小田島川、常盤川、久根別川、戸切地川及び

流渓川の改修整備を進める。 

 

 

 

 

 

（３）その他の都市施設 

   ・廃棄物処理施設、火葬場、市場及びと畜場については、それぞれの施設の整備等に

関する計画を踏まえて適正な維持管理又は建替整備等を行い、必要に応じて都市

計画変更を行う。 

市の健全な発展と公衆衛生の向上を図るため、整備を促進する。 

イ 河 川 

河川については、積極的な河川改修を促進するとともに、人と自然のふれあう

水辺空間としての整備の推進を図る。 

 

 

ｂ 整備水準の目標 

ア 下水道 

下水道の普及率は、平成１７年で 83.8％であり、今後も市街地の下水道の普

及を目指し、整備の推進を図る。 

イ 河 川 

河川については、治水安全度の向上に努めるとともに、周辺環境に配慮した河

川の整備に努める。 

 

② 主要な施設の配置方針 

ａ 下水道 

函館市、北斗市、七飯町を排水区域とする函館湾流域下水道においては、函館湾

処理区内の昭和町に函館湾浄化センターを配置し、排水区域内にポンプ場、幹線管

渠を適切に確保する。また函館市を排水区域とする函館市公共下水道においては、

南処理区内の金堀町及び日乃出町に南部下水終末処理場を配置し、排水区域内に

ポンプ場、幹線管渠を適切に確保する。 

 

 

ｂ 河 川 

久根別川については、積極的に河川改修を促進するとともに、市街地を流れる松

倉川水系や小田島川については、流域の有している保水・遊水機能の確保を図りつ 

つ、総合的な治水対策を進める。 

また、亀田川や大野川など既に整備が完了している主要な河川については、適正

な維持管理に努める。 

 

③ 主要な施設の整備目標 

  おおむね１０年以内に整備を予定する主要な事業は、次のとおりである。 

ａ 下水道 

      下水道については、汚水及び雨水の幹線管渠の整備を進めるとともに、老朽化し

てきている汚水処理場、汚泥処理場、幹線管渠などの下水道施設の長寿命化を図り

ながら、改築更新を行う。 

 

ｂ 河 川 

      汐泊川、松倉川、湯の川、湯の沢川、小田島川、常盤川、石川、久根別川、戸切

地川及び流渓川の改修整備を進める。 

 

（３）その他の都市施設 

① 基本方針 

ａ 廃棄物処理施設 

      本区域では、円滑な都市活動を支え、安全で快適な都市の生活環境の保全などを

 

 

・現状を踏まえ修正 

 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

・基準年次の修正 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

 

 

 

 

 

 

・函館市，北斗市，七飯町では，幹線管渠の整

備は概ね完了しているため。 

・区域マスの表現の統一による修正 

・現状を踏まえ修正 

 

 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 
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   ・ごみ焼却場及びごみ処理場等の都市施設については、それぞれの施設の整備に関す

る計画等を踏まえて適切な位置に配置し、公益性並びに恒久的な性格を有するも

のについては、都市計画決定に向けた検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図るため、廃棄物をその性状に応じて適正に処理するとともに、資源循環型社会の

形成に向け、市民・事業者・行政の連携により、ごみの減量化・再資源化を促進す

るほか、ごみ処理体制の充実、産業廃棄物の適正処理を進める。 

一般廃棄物処理施設については、「北海道循環型社会形成推進基本計画」、「北海

道廃棄物処理計画」、「ごみ処理の広域化計画」、各市町の「一般廃棄物処理基本計

画」等に基づき、土地利用や他の都市施設等との整合性や一体性を考慮し、長期的

な視点に立って必要となるごみ処理施設・リサイクル施設等について適正な配置

に努める。 

産業廃棄物処理施設については、民間処理体制への移行を原則とし、その施設の

配置については、「北海道循環型社会形成推進基本計画」、「北海道廃棄物処理計画」

に基づき、適正な配置となるよう誘導を図る。 

函館市に立地する民間事業者等による廃棄物処理施設については、函館市が定

める廃棄物処理施設設置等指導要綱に基づき、適切な立地を図る。 

 

ｂ  火葬場 

本区域の火葬場については、各市町に適切に配置するとともに、適切な維持管理

や利用状況等に応じた施設の更新等を行う。  

 

    ｃ  市 場 

本区域の市場については、函館市青果物地方卸売市場及び函館市水産物地方卸

売市場を配置し、施設の適切な管理運営を行うとともに、市場機能の充実を図るた

め必要に応じて施設の更新等を行う。 

 

    ｄ と畜場 

      本区域のと畜場については、函館食肉処理センターを配置し、施設の適切な運営

管理を行うとともに、食肉の安全な管理のため必要に応じて施設の更新等を行う。 

 

② 主要な施設の配置方針 

ａ 廃棄物処理施設 

      一般廃棄物処理施設については、函館市及び北斗市にごみ焼却場及びごみ処理

場を適切に配置する。 

 

ｂ  火葬場 

火葬場については、各市町に適切に配置するとともに、施設の利用状況や老朽化 

等に対応し、適切な施設の整備や更新等を行う。 

 

ｃ  市 場 

市場については、函館市青果物地方卸売市場を函館市の西桔梗地区に、函館市水 

産物地方卸売市場を函館市の豊川地区にそれぞれ配置し、計画的な維持管理や必

要に応じた更新等を行う。 

 

ｄ と畜場 

  と畜場については、函館食肉処理センターを函館市の西桔梗地区に配置し、計画 

的な維持管理や必要に応じた更新等を行う。 
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３．市街地開発事業に関する主要な都市計画の決定の方針 

（１）主要な市街地開発事業の決定の方針 

    函館市の西部地区や中央部地区において狭小宅地、家屋の老朽化、建て詰まり及び細 

街路により防災上あるいは居住環境上の問題を抱えている地域については、地区計画 

等を活用しながら安全で快適な住居系市街地としての再生を図る。 

 

 

 

（２）市街地整備の目標 

    おおむね10年以内に整備を予定する事業は、次のとおりとする。 

    石川稜北地区（土地区画整理事業） 

 

 

 

 

 

 

 

４．自然的環境に関する主要な都市計画の決定の方針 

（１）基本方針 

本区域は、汐泊川から大野川に至る河川の流域に広がる平野部とこれを取り囲む山

地や丘陵地で構成され、扇状に展開する平野部の要には、本区域のランドマークである

函館山が位置し、外縁部を形成する丘陵・山岳とともに豊かな自然環境に恵まれたもの

となっている。 

また、我が国最初の国際貿易港として栄えた経過から、歴史文化的蓄積が多く、特に

函館市の函館山山麓地域の町並みや特別史跡五稜郭跡など多くの歴史的な遺産のほ

か、世界一と称される函館山からの夜景等、自然環境と歴史性に恵まれた観光レクリエ

ーション地域を形成している。 

一方で、人口減少・少子高齢化の進行及び地球環境問題の深刻化等により、これまで

のまちづくりのあり方を転換し、市街地の拡大を抑制し、様々な都市機能がコンパクト

に集約した都市構造を実現していく必要がある。 

加えて、自然環境保全の住民意識の高まりや、住民のレクリエーション需要の増大等

に対応した、良好な都市環境を形成していくための緑地の整備及び保全が求められて

いる。 

このため、豊かな自然環境や歴史的環境につつまれた住みよい魅力ある地域の実現

を目指し、自然的環境の保全、レクリエーションの場の確保、安全性の向上及び都市景

観の形成を計画的に進める。 

特に、都市と自然との共生、うるおいある都市空間の創出、環境負荷の軽減等に資す

る緑地の保全と創出及び緑化の推進に向け、「緑地の保全及び緑化の推進に関する基本

計画（以下、緑の基本計画とする。）」に基づく各種施策を展開する。 

    また、都市公園においては長寿命化対策を行い、適正な維持管理を進める。 

 

 

 

 

 

 

３．市街地開発事業に関する主要な都市計画の決定の方針 

（１）主要な市街地開発事業の決定の方針 

    函館市の西部地区や中央部地区において狭小宅地、家屋の老朽化、建て詰まり、細街

路により防災上あるいは居住環境上の問題を抱えている地域については、安全で快適

な住宅系市街地としての再生を図る。 

また、北海道新幹線新函館（仮称）駅周辺等については、土地区画整理事業により整

備を進める。 

 

（２）市街地整備の目標 

    おおむね１０年以内に整備を予定する事業は、次のとおりである。 

 

種   類 地 区 名 称 

土地区画整理事業 

・北斗市新幹線新駅周辺地区 

・石川中央地区 

・石川稜北地区 

 

４．自然的環境の整備又は保全に関する主要な都市計画の決定の方針 

（１）基本方針 

①  自然的環境の特徴と現状、整備又は保全の必要性 

本区域は、汐泊川から大野川に至る河川の流域に広がる平野部とこれを取り囲む

山地や丘陵地で構成され、扇状に展開する平野部の要には、本区域のランドマークで

ある函館山が位置し、外縁部を形成する丘陵・山岳とともに豊かな自然環境に恵まれ

たものとなっている。 

また、本区域は、我が国最初の国際貿易港として栄えた経過から、歴史文化的蓄積

が多く、特に函館市の函館山山麓地域の町並みや特別史跡五稜郭跡など多くの歴史

的な遺産のほか、世界一と称される函館山からの夜景など、自然環境と歴史性に恵ま

れた観光レクリエーション地域を形成している。 

一方、人口減少・少子高齢化の進行、地球環境問題の深刻化などにより、これまで

のまちづくりのあり方を転換し、市街地の拡大を抑制し、様々な都市機能がコンパク

トに集約した都市構造を実現していく必要がある。また、自然環境保全の住民意識の

高まりや、住民のレクリエーション需要の増大などに対応した、良好な都市環境を形

成していくための緑地の整備及び保全が求められている。 

このため、豊かな自然環境や歴史的環境につつまれた住みよい魅力ある地域の実

現を目指し、自然的環境の保全、レクリエーションの場の確保、安全性の向上及び都

市景観の形成を計画的に進める。 

特に、都市と自然との共生、うるおいある都市空間の創出、環境負荷の軽減などに

資する緑地の保全と創出、さらには緑化の推進に向け、「緑の基本計画」に基づく各

種施策を展開する。 

また、公園緑地などの整備にあたってはバリアフリー化や長寿命化に努める。 
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（２）緑地の配置の方針 

  ① 緑地系統ごとの配置方針 

ａ 環境保全系統 

・市民の良好な生活環境保全や生物の生息・生育環境としての役割を果たしてい 

る総合公園等の大規模な公園緑地を緑の拠点とし、これら主要な拠点間を結ぶ 

都市の骨格的な緑の軸の保全に努める。 

・函館市のトラピスチヌ修道院周辺の緑等については、より確実な緑として後世に 

引き継いでいくための保全に努める。 

 

ｂ レクリエーション系統 

        ・子供の遊び場や青壮年・高齢者の身近な運動・休養の場として、住区を対象に街 

区公園、近隣公園、地区公園及び緑地の適正な配置、整備を行う。 

・河川沿いには、身近な遊歩道として親水性の高い緑地を配置し、緑豊かで潤いの 

ある水と緑のネットワークの形成に努める。 

・多様なレクリエーション活動に応えるため、スポーツ・レクリエーションの拠点 

となる函館公園、見晴公園、市民の森、八郎沼公園及び七飯総合公園を総合公園 

として配置し、運動公園として根崎公園、千代台公園及び北斗市運動公園を配置 

するとともに、広域公園として道南四季の杜公園を配置する。 

 

ｃ 防災系統 

・地震及び火災等の災害時の避難地あるいは復旧活動拠点として機能する都市公 

園を適切に配置し、防火性に優れた樹種の配置や効果的な植栽形態等に配慮し 

た整備に努める。 

・市街地内の各河川については、河川沿いの緑化に努め、延焼防止機能を持つ緑地 

軸として活用する。 

 

 

 

 

② 緑地の確保目標水準 

   

緑地確保目標量 

（平成３２年） 

将来市街地に 

対する割合 

都市計画区域に 

対する割合 

将来市街地  約 200 ha 

都市計画区域 約 718 ha 

約 3.1 ％ 約 2.9 ％ 

 

③ 住民1人当たりの公園等の面積 

      

年  次 

 

平成１７年 

（基準年） 

平成３２年 

（目標年） 

都市計画区域内人口 

一人あたりの目標水準 

19.1 ㎡/人 23.6 ㎡/人 

 

（２）主要な緑地の配置の方針 

 

① 環境保全系統の配置方針 

  市民の良好な生活環境保全や、生物の生息・生育環境としての役割を果たしている

総合公園など大規模な公園緑地を緑の拠点とし、これら主要な拠点間を結ぶ都市の

骨格的な緑の軸の保全に努める。 

また、函館市のトラピスチヌ修道院周辺の緑などについては、より確実な緑として

後世に引き継いでいくための保全に努める。 

 

② レクリエーション系統の配置方針 

  子供の遊び場や青壮年・高齢者の身近な運動・休養の場として、住区を対象に街区

公園、近隣公園、地区公園、緑地の適正な配置、整備を行う。 

河川沿いには身近な遊歩道として親水性の高い緑地を配置し、緑豊かで潤いのあ

る水と緑のネットワークの形成に努める。 

多様なレクリエーション活動に応えるため、スポーツ・レクリエーションの拠点と

なる総合公園や運動公園の配置、整備を行うとともに、広域公園を配置する。 

 

 

 

③ 防災系統の配置方針 

     地震・火災などの災害時の避難地として、また、復旧活動拠点として機能する都市

公園を適切に配置し、防火性に優れた樹種の配置や効果的な植栽形態などに配慮し

た整備に努める。 

市街地内の各河川については、河川沿いの緑化に努め、延焼防止機能を持つ緑地軸

として活用する。 
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ｄ 景観構成系統 

・函館山から広域公園までの主要な拠点間を結び、本区域の特徴的な景観形成の 

中心的な軸となる公園、緑地の保全に努める。 

・優れた自然環境を有する函館山緑地、八郎沼周辺、ガルトネル・ブナ林や歴史的 

価値を持ち郷土的景観を形成する五稜郭跡、四稜郭及び戸切地陣屋跡等の緑地 

の保全に努める。 

 

ｅ その他の系統 

東山墓園及び野崎公園に墓園を配置し、既存樹林地等周辺の自然環境と一体的 

に、静寂な土地を保全する。 

 

   ② コンパクトなまちづくりに対応する緑地の配置方針 

コンパクトなまちづくりを進めるため、区域内の公園等緑地の適正配置を進める。 

また、人口減少等の社会情勢やニーズの変化に対応した緑地の適正配置を実現す

る観点から、既存施設の活用や長期未着手である北斗市の昭和児童公園について、統

廃合及び見直しを含めて、区域内の公園等緑地が都市の利便性上より有効となるよ

うに配置する。 

 

（３）実現のための具体の都市計画制度の方針 

・函館市及び七飯町においては、都市緑地法の規定に基づき策定した「緑の基本計画」

を踏まえた上で、必要なものを公園等の都市施設として定める。 

・北斗市においては、都市における緑地の適正な保全及び緑化の推進を総合的かつ計画

的に進めるため、都市緑地法の規定に基づく「緑の基本計画」の策定を検討するとと

もに、各種計画等を踏まえた上で、必要なものを公園等の都市施設や特別緑地保全地

区等の地域地区として定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 景観構成系統の配置方針 

函館山から広域公園までの主要な拠点間を結び、本区域の特徴的な景観形成の中

心的な軸となる公園、緑地の保全に努める。 

また、優れた自然環境を有する函館山緑地、八郎沼周辺、ガルトネル・ブナ林や 

歴史的価値を持ち郷土的景観を形成する五稜郭跡、四稜郭、戸切地陣屋跡などの緑地

の保全に努める。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）実現のための具体の都市計画制度の方針 

① 公園緑地等の整備目標及び配置方針 

      

種 別 配 置 方 針 

整 備 目 標 

平成17年 

(基準年) 

平成32年 

（目標年） 

街区公園 

街区内に居住する住民が容易に利用する

ことができるように配置する。 

1.3 ㎡/人 1.7 ㎡/人 

近隣公園 

近隣に居住する住民が容易に利用するこ

とができるように配置する。 

0.6 ㎡/人 0.8 ㎡/人 

地区公園 

徒歩圏内に居住する住民が容易に利用す

ることができるように配置する。 

0.2 ㎡/人 0.6 ㎡/人 

総合公園 

函館市に函館公園、北斗市に八郎沼公園

、七飯町に七飯総合公園など７箇所を配

置する。 

2.7 ㎡/人 3.2 ㎡/人 

運動公園 

函館市に根崎公園、千代台公園、北斗市

に北斗市運動公園を配置する。 

1.0 ㎡/人 1.2 ㎡/人 

特殊公園 

函館市に東山墓園を配置し、北斗市の野

崎公園を整備するとともに、歴史公園な

どを配置する。 

10.7 ㎡/人 12.7 ㎡/人 

広域公園 函館市に道南四季の杜公園を配置する。 
1.9 ㎡/人 2.1 ㎡/人 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

 

 

 

 

 

・区域マスの表現の精査による追記 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

 

・区域マスの表現の統一による削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 20202020 / 20202020 

 

 

 

 

（４）主要な緑地の確保目標 

 おおむね10年以内に実施を予定する主要な事業は、次のとおりとする。 

運動公園については、北斗市運動公園の再整備を図る。 

 

 

 

 

 

その他の 

公園緑地等 

都市緑地を市街地内に適切に配置する。 
0.8 ㎡/人 1.2 ㎡/人 

 

（４）主要な緑地の確保目標 

① おおむね１０年以内に整備予定の主要な公園等の公共空地 

運動公園として北斗市運動公園、総合公園として七飯総合公園、墓園として野崎公

園の整備拡充を行う。 

 

 

 

 

・区域マスの表現の統一による修正 

・完了事業の削除 

・公園施設長寿命化計画を策定し、住民ニーズ

の高い施設等の整備や既存施設のリニューア

ルを実施する計画がある。(北斗) 

 


